
平成２７年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(90,000) (90,000) (67,500)

0 0

＜90,000＞ ＜90,000＞ ＜67,500＞

(38,000) (38,000) (29,450)

0 0

＜38,000＞ ＜38,000＞ ＜29,450＞

(289,363) (289,363) (231,490)

67,251 67,251 53,800

＜356,614＞ ＜6,400＞ ＜5,120＞

(138,507) (138,507) (103,880)

23,101 23,101 17,325

＜161,608＞ ＜161,608＞ ＜121,206＞

(256,065) (256,065) (192,048)

0 0

＜256,065＞ ＜256,065＞ ＜192,048＞

(930,243) (930,243) (697,682)

266,491 266,491 199,868

＜1,196,734＞ ＜1,196,734＞ ＜897,550＞

(0) (0) (0)

46,665 46,665 34,998

＜46,665＞ ＜46,665＞ ＜34,998＞

(30,000) (30,000) (22,500)

0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜22,500＞

(1,772,178) (1,772,178) (1,344,550) (0) (0)

403,508 403,508 305,991 0 0

＜2,175,686＞ ＜1,825,472＞ ＜1,370,372＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

釜石市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 0193-22-2111（内線192)

都道県名 担当部局名 復興推進本部事務局

konno1737@city.kamaishi.iwate.jp

合計額

金野

 市  間接112  C - 5 -

2  

  漁業集落防災機能強化事業  尾崎白浜

 市  直接 1/2

1/2

157  C - 7 -

 漁業集落防災機能強化事業  両石  県

 水産業共同利用施設復興整備事業（漁港施設）  仮宿漁港他  市

 県

- 5 

 

9   漁業集落防災機能強化事業  箱崎  県

 C - 5 - 11 

-

87 ☆ F

12 

111

109  C

108  C - 5 -

 間接 1/2

 間接 1/2

1/2

 市

 市

 市  間接

8  

4/51  漁業集落復興効果促進事業  釜石市

 漁業集落防災機能強化事業  根浜  県

 市  市

 直接 5/9 
 農用地災害復旧関連区画整理事業（復興基盤総
合整備事業）

 大船渡・釜石  県  県

 直接

 市  間接 1/2  漁業集落防災機能強化事業  大石  県

- 1 - 1 -

1 

5 36  C - 5 -

39  C - 1 -

（様式１－４）

釜石市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考



平成２７年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(288,610) (288,610) (230,888)

0 0 0

＜288,610＞ ＜288,610＞ ＜230,888＞

(747,164) (747,164) (560,373)

122,653 122,653 91,989

＜869,817＞ ＜869,817＞ ＜652,362＞

(180,000) (180,000) (135,000)

100,000 100,000 75,000

＜280,000＞ ＜280,000＞ ＜210,000＞

(37,098) (37,098) (27,823)

0 0 0

＜37,098＞ ＜37,098＞ ＜27,823＞

(400,200) (400,200) (320,160)

0 0 0

＜400,200＞ ＜400,200＞ ＜320,160＞

(626,860) (626,860) (548,502)

0 0 0

＜626,860＞ ＜626,860＞ ＜548,502＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

0 ＜0＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

＜0＞ 0 ＜0＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(8,910,991) (8,910,991) (7,128,789)

24,530 24,530 19,624

＜8,935,521＞ ＜8,910,991＞ ＜7,128,789＞

(129,413) (129,413) (103,530)

0 0 0

＜129,413＞ ＜129,413＞ ＜103,530＞

(220,000) (220,000) (165,000)

0 0 0

＜220,000＞ ＜220,000＞ ＜165,000＞

(800,000) (800,000) (660,000)

0 0 0

＜800,000＞ ＜800,000＞ ＜660,000＞

【他事業より流用】（平成27年1月●日）
流用先：D-23-13防災集団移転促進事業（小白浜）
流用額：［H27］1,101,017千円（国費963,389千円）
流用後交付対象事業費：1,671,325千円（国費1,462,409
千円）

 直接

3/4

【他事業より流用】（平成27年1月●日）
流用先：D-23-13防災集団移転促進事業（小白浜）
流用額：［H27］231,515千円（国費202,576千円）
流用後交付対象事業費：669,635千円（国費585,930千円）  防災集団移転促進事業（桑ノ浜）  桑ノ浜  市  市  直接

3/4

70  D - 23 - 7 

4   防災集団移転促進事業（根浜）  根浜  市67  D - 23 -

 直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業
 （一）吉里吉里
釜石線　室浜

の２
 県  県

 市  直接 1/2  雨水ポンプ施設建設事業  東部等  市

11 

3 102  D - 21 -

106  D - 1 -

 市  直接88 ★ F - 2 -

10  

1  市街地復興効果促進事業  釜石市

 市  直接 3/5

4/5

92  D - 1 -

 災害復興公営住宅建設事業  東部（天神町）  市

 道路事業（東部）  東部  市

 市

- 1 

 

8   道路事業（鵜住居）  鵜住居  市

 D - 4 - 10 

-

19  D

1 -

60

59  D

22  D - 22 -

 直接 3/4

 直接 1/2

3/5

 市

 市

 市  直接

 市

3  

1/2  釜石東部市街地雨水管路整備事業  東部等

 都市公園事業（水海）（調査等）  水海  市

 市  市

 直接 1/2  津波復興拠点整備事業（東部地区）  東部  市  市

 直接

 市  直接 3/5  道路事業（箱崎白浜地区）  箱崎白浜  市

- 21 - 2 

2 

1 2  D - 1 -

11  D - 15 -

（様式１－４）

釜石市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考



平成２７年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

釜石市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(143,934) (143,934) (115,147)

0 0 0

＜143,934＞ ＜143,934＞ ＜115,147＞

(645,759) (645,759) (484,319)

0 0 0

＜645,759＞ ＜645,759＞ ＜484,319＞

(2,453,141) (2,453,141) (1,839,855)

0 0 0

＜2,453,141＞ ＜2,453,141＞ ＜1,839,855＞

(1,233,245) (1,233,245) (924,933)

0 0 0

＜1,233,245＞ ＜1,233,245＞ ＜924,933＞

(2,912,848) (2,912,848) (2,184,636)

0 0 0

＜2,912,848＞ ＜2,912,848＞ ＜2,184,636＞

(120,000) (120,000) (90,000)

0 0 0

＜120,000＞ ＜120,000＞ ＜90,000＞

(5,000) (5,000) (4,125)

0 0 0

＜5,000＞ ＜5,000＞ ＜4,125＞

(1,222,093) (1,222,093) (977,674)

0 0 0

＜1,222,093＞ ＜1,222,093＞ ＜977,674＞

(13,637) (13,637) (10,909)

0 0 0

＜13,637＞ ＜13,637＞ ＜10,909＞

(300,000) (300,000) (240,000)

0 0 0

＜300,000＞ ＜300,000＞ ＜240,000＞

(0) (0) (0)

205,573 205,573 164,458

＜205,573＞ ＜205,573＞ ＜164,458＞

(1,666,051) (1,666,051) (1,332,840)

0 0 0

＜1,666,051＞ ＜1,666,051＞ ＜1,332,840＞

 仮置場整備事業  水海・平田  市

- 17 

2 

11 - 1  鵜住居地区復興広場整備事業  鵜住居  市

◆ D - 17 - 11 

-

146 ◆ D

-149

148 ◆ D

147 ◆ D - 15 -

 直接 4/5

 直接 4/5

4/5

 市

 市

 市  直接

2 - 2 

4/51  不発弾探査事業（東部）  東部

 東部地区排水施設整備事業  東部等  市

 市  市

 直接 4/51  宅地整地事業（片岸・鵜住居地区）  片岸・鵜住居  市  市

 直接

 県  直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業
 （国）２８３号松

原
 県

- 1 - 10 -

-10 

13 136  D - 1 -

142 ◆ D - 17 -

 市  直接124  D - 17 -

5  

 
 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区
画整理事業）（平田）

 平田

 市  直接 1/2

1/2

127  D - 21 -

 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区
画整理事業）（嬉石松原）

 嬉石松原  市

 平田地区公共下水道事業  平田  市

 市

- 17 

 

11  
 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区
画整理事業）（鵜住居）

 鵜住居  市

 D - 17 - 12 

-

114  D

13 

123

122  D

121  D - 17 -

 直接 1/2

 直接 1/2

1/2

 市

 市

 市  直接

10  

3/5  道路事業（小白浜）  小白浜

 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区
画整理事業）（片岸）

 片岸  市

 市  市  直接- 1 - 12 



平成２７年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

釜石市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(1,106,000) (1,106,000) (884,800)

0 0 0

＜1,106,000＞ ＜1,106,000＞ ＜884,800＞

(200,000) (200,000) (160,000)

0 0 0

＜200,000＞ ＜200,000＞ ＜160,000＞

(4,200) (4,200) (3,360)

0 0 0

＜4,200＞ ＜4,200＞ ＜3,360＞

(9,600) (9,600) (7,680)

0 0 0

＜9,600＞ ＜9,600＞ ＜7,680＞

(2,400) (2,400) (1,920)

0 0 0

＜2,400＞ ＜2,400＞ ＜1,920＞

(5,400) (5,400) (4,320)

0 0 0

＜5,400＞ ＜5,400＞ ＜4,320＞

(316,217) (316,217) (284,595)

0 0 0

＜316,217＞ ＜316,217＞ ＜284,595＞

(65,000) (65,000) (52,000)

0 0 0

＜65,000＞ ＜65,000＞ ＜52,000＞

(0) (0) (0)

0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0) (0) (0)

735,071 735,071 643,187

＜735,071＞ ＜735,071＞ ＜643,187＞

(0) (0) (0)

0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(20,000) (20,000) (16,000)

0 0 0

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜16,000＞

 直接 4/51  釜石東部市街地汚水管末端管路整備事業  東部  市  市

 県  直接 3/4  災害公営住宅整備事業  両石  県

-1 

26 163  D - 4 -

164 ◆ D - 21 -

 市  直接161 ◆ D - 17 -

25  

2  不発弾探査事業（嬉石松原地区）  嬉石松原

 県  直接 3/4

4/5

162  D - 4 -

 JR山田線踏切移設事業  鵜住居  市

 災害公営住宅整備事業  嬉石松原  県

 市

- 1 

5 

15   道路事業（箱崎）  箱崎  市

◆ D - 17 - 11 

-

155 ◆ D

12 -

-160

158  D

156 ◆ D - 17 -

 直接 4/5

 直接 3/5

4/5

 市

 市

 市  直接

13 - 2 

4/51  消防水利整備事業（嬉石松原）  嬉石松原

 消防水利整備事業（平田）  平田  市

 市  市

 直接 4/54  消防水利整備事業（鵜住居）  鵜住居  市  市

 直接

 市  直接 4/53  消防水利整備事業（片岸）  片岸  市

- 17 - 12 -

-11 

10 -153 ◆ D - 17 -

154 ◆ D - 17 -

 市  直接150 ◆ D - 17 -

13 - 1 

3  鵜住居地区排水施設整備事業  鵜住居・片岸

 市  直接 4/5

4/5

151 ◆ D - 17 -  平田地区排水施設整備事業  平田  市

 市11 -



平成２７年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

釜石市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成27年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(24,784,861) (24,784,861) (19,499,178) (0) (0)

1,187,827 1,187,827 994,258 0 0

＜25,972,688＞ ＜25,948,158＞ ＜20,473,812＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

釜石市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

合計額

都道県名 担当部局名 復興推進本部事務局 金野

市町村名 電話番号 0193-22-2111（内線192) konno1737@city.kamaishi.iwate.jp


